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要旨：鉄筋コンクリート造建物を対象にして大地震時に大変形を経験しても，構造体の損傷を軽微に留め，

残留変形角を抑制する技術を開発している。小型試験体を用いて曲げ降伏する連層耐震壁の復元性を検証す

る加力実験を行っている。壁脚の柱をシャーキーに利用して ,新たに壁脚にダボ筋を配筋した連層耐震壁の

復元性能を調べる加力実験を行った。2/100rad. までほとんど損傷が生じず , 残留変形の抑制の状況が明ら

かになった。実験結果のほか目標変形後の残留変形を評価できるモデルを提案して ,実験結果を概ね評価で

きることを報告している。
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いる 2)。図－２(b)のように１階床スラブと,その直下の

基礎梁の増し立ち上がり部と ,柱脚をシャーキーに利用

して図－２(a)のような曲げ降伏後の壁脚のすべり変形

を抑制する方法を採用してきている。しかし ,柱脚にせ

ん断力が集中するため 1.5/100rad. 以降で柱にせん断ひ

び割れが生じ剛性が低下して ,大変形での残留変形の

抑制性能が低下した。今回,壁脚で生じる水平せん断力

を柱脚と壁の両方に負担させるよう壁部分にダボ筋を配筋

する改良を行い，連層耐震壁の水平加力実験を行った。

　本論文では,その実験の概要と結果 ,目標変形後に自由

振動させた場合の残留変形の評価方法について述べる。

２．壁脚のダボ筋の要素実験

　ダボ筋の性能を明らかにするため ,要素試験体による

せん断試験を行った。タボ筋の径φ，鉄筋間隔 a，両側

のブロックへの定着長さ L を変数にした。定着長さの区

間には付着性能を持たせるため , 丸鋼の表面に 0.3mm 径

の針金を 2.5mm ピッチでらせん状に巻き付け , エポキ

シ接着剤で一体化をはかり，凹凸をつけた。図－３に試

験体 A，E の形状と寸法を示す。表－１に試験体の一覧

１．はじめに

　鉄筋コンクリート造や鉄骨造の耐震構造は，地震時に

構造体の降伏や損傷により振動エネルギーを吸収する。

このため地震後に損傷や変形が残り , 特に建物の残留変

形を戻す補修工事は困難になる。　

　塩屋ら 1)
は鉄筋コンクリート構造を対象に柱と梁の残

留変形を抑制する方法を開発している。柱脚を曲げ降伏

させる柱では図－１に示すように復元モーメント比 γ が

残留変形の抑制に大きく影響を与え，γ が 0.6 以上確保さ

れていると , 最大変形角 1/50rad. を経験しても地震後の

残留変形角は 1/400rad. 以下に抑制できる性能を発揮す

ることを明らかにしている。壁脚を曲げ降伏させる連層

耐震壁でも γ により残留変形を抑制できる可能性がある。

　本研究は最下層の壁脚が曲げ降伏する連層耐震壁の残

留変形の抑制方法を明らかにすることを目的にしており，

小型の連層耐震壁の試験体による加力実験を行ってきて

図－１　ヒンジの塑性回転角の抑制メカニズムと復元モーメント比
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図－５　試験体の形状と配筋状況

を示す。ダボ筋の径をφ 2.3 とφ 3.5 とし，鉄筋間隔を

@30，@40，@50 の 3 種類 , 定着長さ L を 45mm，81mm

の 2 種類とした。圧縮試験機の載荷支持台の上に試験体

を載せ ,両側のブロックの下面を支持して ,試験体の中

央のモルタルのブロックに鉛直加力を行い , 鉛直荷重と

中央ブロックと両側のブロックの鉛直ずれ変形を測定し

た。図－４に中央の鉛直荷重と鉛直ずれ変形の関係を示

す。破壊状況は紙面の関係で示すことはできないが ,大

きな変形までモルタルにひび割れが殆ど生じなかった試

験体 E の配筋を採用した。

３．連層耐震壁の加力実験

3.1 試験体

　図－５に試験体の形状と配筋状況を示す。縮尺は

1/10 である。3 層 1 スパンをモデル化した。図－６に断

面リストを示す。鉄筋の D1 と D3.5 は転造機と電気炉

を用いて独自に製作した。最下層の柱や壁に曲げやせ

ん断によるひび割れを生じさせないためにその層の区

間の柱の断面の中央の主筋 2-D6 に付着力を無くす処理

を行った。また , 補助筋 8-D3.5 はスタブに定着させな

かった。図－７に壁脚周辺の状況を示す。柱脚の埋め

込んだ部分を柱コッターと呼んでいる。柱脚と壁脚が

スタブから滑出す時 , そのまわりのモルタルが損傷し

ないようにクッション材やプラスチック板 , ステンレ

ス板を設置した。表－２に材料の力学的特性を示す。

3.2 加力方法

　図－８に加力状況を示す。基礎を固定し，耐震壁の

頂部に繰り返しの水平加力を行った。変形の測定を図－

９に示す。基礎に対する各層の水平変形，左右の柱の軸

図－６　断面詳細 （単位 :mm） 図－７　柱コッターの寸法とスタブからの抜け出しの処理
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図－３　ダボ筋要素実験試験体詳細
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表－１　要素試験体一覧
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図－８ 加力状況
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表－２　使用材料の力学的特性
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変形，最下層の柱の基礎からの抜け出しを含む軸変形，

最下層の左右の柱脚の基礎に対する水平のすべり変形を

測定した。水平変形は試験体頂部の水平加力位置の表

と裏で測定した。その水平変形を , 水平加力高さ Hp で

除した値を , 変形角 R とした。図－ 10 に各変形におい

て設定した軸力比 ηc とサイクル番号を示す。軸力を

変化させながら目標変形角 1/200rad. から 2/100rad. まで

漸増させる加力を 2 回繰り返した。この加力を行って

も大きな損傷が見られなかったため ,この後さらに漸増

させつつ加力を行ったが，左側柱脚で柱主筋の破断が

起き，目標変形角 2.5/100rad. で加力を終了した。残留

変形の抑制性能を調べる方法としては ,目標変形後に自

由振動させて決定する残留変形の抑制性能で安全側で評

価できる 1)。残存振動加力は次のように行った。図－ 11

に示すように残存振動時の加力履歴の規則は，想定する

最大応答の最大経験変形角 Rm に達した後，自由振動の

履歴を再現させるため，除荷時に排出される弾性エネル

ギー Ee と，負側に載荷して吸収される弾塑性歪みエネ

ルギー Eab が等しくなるまで進めて除荷する。この後も

除荷時にこれを繰り返して Ee が塑性エネルギーで消費

され零になるまで繰り返し，残留変形角 Rf を特定する。

図－ 12 に残存振動の履歴ループを示す。Rf はせん断力

が零となる時の R1 から第 2 番目と第 3 番目の変形角 R2

と R3 の中間値より多少小さな値に収束することを文献

3) で報告している。本実験では R2 と R3 の平均値を残

留変形角 Rf とする。Rm は実験ではサイクルの目標変

形角となる。

４．実験結果

4.1 水平荷重－変形角関係

　図－13に水平荷重－変形角関係を示す。柱の軸力比 ηc

は 8.2，6.6， 4.9% の場合で , それらの復元モーメント

比 γ は 1.05，0.83，0.62 である。この場合の軸力は 51.1， 

40.8， 30.6kN である。図－ 14(a) において目標変形角

1/200rad.( 水平荷重 36.8kN) で引張側の柱脚がスタブから

抜け始め，剛性が低下し，目標変形角 1/400rad. で壁脚位

置の鉄筋が降伏して，耐力が決定した。それ以降繰り返

しに加力により水平耐力が約 3.6% 低下するが，それ以

降の変形ではほぼ一定で，2/100rad. まで耐力は低下しな

かった。第 2 章で述べたように壁脚のダボ筋にせん断力

残存振動加力なし :
残存振動加力あり :

ηc=2.5%

ηc=8.2%
ηc=8.2%

ηc=3.3%
ηc=6.6% ηc=4.9%ηc=5.7%

ηc=4.1%

+1/100

-1/100

目標変形角 Rm(rad.)

+1/100

-1/100

-1/50

+1/50

+1/200

-1/200

+1.5/100

正側
加力

負側
加力

cycle

サイクル 10 20 30 40

-1.5/100

+2/100

-2/100
706050

0

1/200rad.~2/100rad.
加力繰り返し

8.2軸力比 ηc(%)

軸力 N (kN)

復元モーメント比 γ 0.41
20.4
3.3

0.51
25.5
4.1

0.62
30.6
4.9

35.7
5.7

0.83
40.8
6.6

1.05
51.1

0.30
15.3
2.5

+Rm ①→ → +Rm ②-Rm ①履歴の順番

R2

R3

+Rm ①

R1

Q

R
+Rm ②

Rf : 最終残留変形角-Rm ①
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　　　特定するための加力
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を負担させることで，2/100rad. を 2 回経験しても大きな

損傷は生じなかった。2/100rad. までの水平荷重－変形角

関係と残留変形の抑制状況を把握することができた。

4.2 破壊状況

　図－ 14 に破壊状況を示す。実線部分が正加力時 , 破

線部分が負加力時に発生したものである。図－ 14(a)に

示すように 2 回目の目標変形角 2/100rad. までは柱脚に

損傷が生じなかった。財前ら 2)
の試験体と比較し，大幅

に損傷を抑えることができた。ダボ筋が柱脚の損傷抑制

に十分に寄与したと判断できる。しかし ,その後 ,目標

変形角を漸増させて加力を進めると ,図－ 13(e)で示さ

れている目標変形角 2.25/100rad. の加力中に左側柱脚の

主筋 (D6) が破断する音がして耐力が低下した。

　耐震壁の曲げせいは一般の柱のせいより極めて大きく

, 変形角に伴う柱主筋の伸び量も同様に大きくなる。繰

り返し加力を受けると ,柱主筋は降伏ひずみを越える大

きなひずみを多数回受ける状況になるため ,低サイクル

疲労破壊により ,破断した可能性が高い。

4.3 柱コッターとすべり変形の抑制

　図－ 15 に本試験体と財前ら 2)
の試験体 , 都祭ら

4)
の

試験体の水平すべり変形の割合－目標変形角関係を示

す。変形角は各サイクルの目標変形角である。すべり変

形は左右の柱脚の外側の水平変位の平均で，すべり変形

の割合はすべり変形を水平加力位置の水平変位で除した

ものとした。財前ら 2)
の実験では柱脚のシャーキーによ

りすべり変形の割合を 7% 程度に抑制した。都祭らの試

験体は実物大の 1/2 の縮尺で本試験体とは異なるが，形

状比，軸力比，復元モーメント比は本試験体とほぼ同じ

で，壁脚にダボ筋が配筋されている。都祭ら
4)
の試験体

で最もすべりを抑制できた試験体のデータを示してい

る。そのデータでも大変形域においてはすべり変形が増

加する傾向がある。本試験体はすべり変形の割合は財前

らの実験と同程度に留まっている。タボ筋は 2/100rad.

まで柱の破壊を防げた点で，効果があったと判断できる。

4.4 残留変形の抑制状況

　図－ 16 に残留変形角－目標変形角関係を示す。残留

変形角は図－ 12 の Rf である。Rf を本研究室が定める

視覚的許容限界の 1/400rad. 以下に抑制するためには，

目標変形角 Rm が 1.25/100rad. では γ が 0.6 以上，Rm が

2/100rad. では γ が 0.8 以上必要となる結果になっている。

その視覚的許容限界値は，人の目視試験により鉛直線の

倒れを気づかない最大の角度としている。

５. 目標変形後の自由振動時の履歴ループのモデル化と

残留変形の評価

5.1 目標変形後の自由振動時の履歴ループのモデル化

　図－ 17(a)に軸力が零の場合のせん断力－変形関係の

ループを模式的に示す。左右の柱の接合鉄筋が降伏した

以降で , 正負で同じ変形 (δ m: 目標変形 ) まで繰り返し

加力されたループである。ループの仕組みを明確にする

ために ,コンクリートは壁脚の曲げの引張に対して抵抗

しないものとして ,これ以外の状態では弾性抵抗するも

のとして考える。図－ 18 に目標変形から除荷して , 負

側へ加力する際の代表的な変形状態を示す。

　図－ 17(a) において正側の目標変形の点 MP から除荷

して ,せん断力が零になるまでの区間ではせん断力－変

形関係はほぼ直線的に低下する。この間の抵抗状態は図

－ 18(a) で , 右柱のコンクリートが圧縮抵抗している。

図－ 17(a) でせん断力が零になる点 O から負加力側の

目標変形の点 MN に向けて加力すると , 図－ 18(c) の状

態になり , 柱脚は , 柱の鉄筋だけで曲げ抵抗する。点 O

から点 MN に向かう点 R までは , その状態の抵抗が続

き ,この区間ではせん断力－変形関係の形状は累乗根の

関数による曲線に近い関係を示す。これは繰返し加力を

受ける鉄筋の応力－ひずみ関係では降伏後のバウシンガ

ー効果の影響により ,その繰り返しのループ形状も累乗

根の関数で近似されることと関係している。点 R から

曲げ圧縮側に転じた左側柱のコンクリートが圧縮抵抗し

て , 水平剛性が増加して , 耐震壁の水平剛性 Ky の関係

に従う。Ky は初期の原点から耐震壁が降伏する時点を

図－ 15　すべり変形割合－目標変形角関係
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図ー 16　残留変形角－目標変形角関係
（繰り返し加力 1回目）
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図－ 14　破壊状況
(a)2/100rad.(2 回目 )まで (b) 最終破壊時
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結ぶ剛性とする。図－ 17(a) において点 MP から自由振

動する場合 , 点Ｒより以前で点 MP から点 O までに排出

される弾性エネルギー Ee と , 点Ｏから点 MN に向かう

途中で吸収されるエネルギー Eab が等量になると , 運動

エネルギーが零になり ,速度が反転して ,減衰振動に入

る。その反転の点を点 B とする。この減衰時の剛性は ,

前述の Ky に近い。その減衰時の剛性を Ky と等しいと

する。この時の最終の残留変形 δ fは式 (1)で近似される。

　　δ f ＝δ B - QB / Ky  かつ δ f≧ 0.0                　   　    (1)

ここに ,δ B：点 B の変形，QB：点 B のせん断力

　水平耐力は柱鉄筋が降伏する時の壁脚の降伏モーメン

トを水平加力高さ Hp( 図ー８) で除した耐力で表される。

その降伏モーメントは ,図ー１(a)の Msy とできる。こ

の柱主筋が負担するせん断力 Qsy(=Msy/Hp) を水平耐力

とする。図ー17(a)に Qsy と,それを表す水平線を示す。

　図ー 17(b)に軸力が作用している場合のせん断力 -変

形関係を示す。軸力により抵抗モーメントが加算され

るので水平耐力が増大する。そのせん断力の増加を QN

とする。正加力側の目標変形の点 MP からの負側の方向

へ加力するループの曲線は , 図ー 17(a) の曲線が上方

に QN の分だけ移動した形状になる。Mp のせん断力は

Qsy+QN で ,MN のせん断力は Qsy ― QN となる。点 MP

からせん断力が零になる点 A までに排出される弾性エ

ネルギー Ee は , 軸力が零の場合に較べて増大し , また

点 A から点 R に至るまでの吸収エネルギー Eab も減少

するため , 早期に点 R に到達する。点 R に達した以降

は式 (1) の δf の式は適用範囲外となる。この適用範囲外

の δf は , 点 O から点 A を通過して点 R までの区間のル

ープの曲線に適合する累乗根の曲線に従ってせん断力

－変形関係が進むと仮定した場合での点 R から点 B の

曲線の決定される仮想の残留変形で負の値となる。点 R

に達した後は耐震壁の剛性 Ky で減衰振動すると仮定す

る。残留変形は δf の式 (1) による値が零以上の正であれ

ばその値とし，負となれば零とする。

5.2　履歴ループの形状の曲線の無次元化

　点 O から点 R までの曲線を累乗根の関数によりモデ

ル化する。せん断力－変形関係上の点 O を原点とする

座標軸を設け , 点 O から点 MN までのループの曲線を

無次元化した座標系で表現する。図 -17(c) に横軸を点

O から点 MN の変形量ΔOM(=2･δm ― δsy) で除して無次

元化し , 縦軸を Qsy で除して無次元化する q － d 座標

軸を示す。点 O から点 MN までを式 (2) で表す。 

　　q = α･d n　　                          　　　(2)

　 ここに ,q =ΔQ  / Qsy,　d = Δ　δ /　OM , Δ  　OM = 2･δm - δsy

α：係数 ,n：指数 ,Δ  　 QとΔ 　δ:q 軸と d 軸方

向のせん断力と変形の増加量 

δm : 各サイクルの目標変形，δ     sy = Qsy/Ky　

　　
　点 O を原点にして ,q の軸は下向きを正として ,d の

軸は左向きを正としている。Q － δ 座標系でせん断力が

零になる点 A の q － d 座標系の横軸 d の値を a とする。

　点 A の縦軸 q の値は軸力により負担されるせん断力

QN を Qsy で無次元化した qN(=QN/Qsy) となる。a と qN

は式 (2) を満たすので a は式 (3) として表される。

　　a = ( qN /α ) 1/n                                                               (3)

ここに ,qN = QN/Qsy ,　QN：耐震壁の軸力により負

担される水平せん断力 ,  QN = MN/Hp

　　　　　　　

　点 B の d 軸の値を b とする。q ― d 座標系における点

MP から点 A までの排出される弾性エネルギー Ee と点

A から点 B までの吸収エネルギー Eab を等しくおくこと

により b に関する非線形の方程式が得られて ,数値計算

により b の値を求めることになる。Ee は式 (4) で表され

て Eab は式 (5) で表される。b が求められると , その値

を式 (2) の d に代入して点 B の q の値 qB が決まる。 式

(1) の δ      Bと QB は式 (6) として求められる。

　　Ee=0.5･( 2･qN+1.0 )･dsy+qN･a - α /( n+1 )･an+1  　   (4)

図－ 17　せん断力－変形関係の履歴ループと履歴経路とモデル化

(a) 軸力が零の場合 (b) 軸力がある場合 (c) 点 O から MN までの無次元化曲線
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　　Eab=α / ( n+1 )･( bn+1 - an+1 ) - qN･( b - a )     　        (5)

　　     δ      B    =        b･Δ　OM,　QB = ( qB - qN )･Qsy　    　     　　     (6)

　　ここに ,dsy =δsy/Δ　OM,Δ　OM = 2･　δm - δsy

5.3　係数αと指数 n

　図－ 17(c) の点 O から点 R まで曲線が実験のループ

形状に適合するように係数 α と指数 n を最小二乗法によ

り求めた。その結果を図－ 19と図－ 20に示す。横軸に

各ループの目標変形角 Rm をとっている。α は Rm が 1.0

程度で極小値をとる形で変化している。n は Rm の増加

に伴って減少して 0.3 程度の値に収束する傾向がある。

ここでは,α を式 (7)で表し,nを式 (8)で表すことにする。

図－ 19と図－ 20に式による曲線を示す。

　　α=1.2+0.2･( Rm - 1 ) 2　                　             (7)

　　n=0.3+0.7･exp ( -  2.5･Rm )　　                  (8)

　　ここに ,Rm：各ループの目標変形角 (% 値 )

 

5.4　計算値と実験値の比較

　図－ 21 に式 (1) により計算された残留変形角 Rf と目

標変形角 Rm の関係を示す。構成材料の特性値は材料試

験の結果を用いた。実験の軸力別に Rm が 0.44% から

2.2% の範囲で計算した。復元モーメント比 γ が大きく

なると , 残留変形角が減少することが表現されている。

残留変形角が負になる範囲は図－ 17(b) において点 A

から R 点に達して , 耐震壁の剛性に沿って減衰振動し

, 残留変形角が零に近い値に収束することを意味する。

γ が 0.8 以上で Rm が 1.9% 以内であれば全て負となり ,

残留変形は殆ど生じないことになる。

　図－ 22 に計算値と実験結果の比較を示す。式 (1) に

よるRfの計算値が負になった場合はRfを零としている。

　実線が計算値で ,記号付き破線が実験値である。同色

の実線と破線が同じ軸力である。計算結果は概ね安全側

で実験の残留変形角を評価している。

６．まとめ

　柱脚のコッターと壁部のダボ筋を壁脚のシャーキーと

して利用した連層耐震壁の加力実験を行い ,損傷と残留

変形の抑制性能を明らかにして ,残留変形の評価モデル

を検討した。以下に結果をまとめる。

1) 変形角 2/100rad. まで損傷はほとんど生じず，水平荷

重－変形角関係を把握でき，変形角 2/100rad. まで経

験した場合の残留変形を抑制できる復元モーメント

比 γ を 0.8 以上と特定できた。

2) 柱の損傷と , 曲げ降伏後の壁脚のすべり変形を抑制

する観点では壁脚のシャーキーとして , 柱のコッタ

ーと壁脚のダボ筋の併用が効果的である。

3) 目標変形後の残留変形を評価する基本モデルを提案

した。今後は , 係数 α と指数 n に一般性を持たせる

ために鉄筋の履歴特性と変形角および柱主筋のひず

み量の関係を考慮するモデルを構築する必要がある。
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図－ 19　係数αの変化
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図－ 22　残留変形角の計算値の推移と実験値の比較

図－ 21　計算による残留変形角－目標変形角関係
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